
特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 課題・今後の対応

①ＤＶ防止講座の開催

・男女共同参画推進センターにおいて，ＤＶ防止啓発のための講
座を開催し，啓発する。
　また，自治会やサークルなど，受講を希望する団体が準備した
会場に出向き，ＤＶ防止をテーマにした講座を開催し，啓発する。

男女共同
講座・講演会の開催
（６回，参加者１，０６０人）

②ＤＶ防止リーフレットによ
る周知

・ＤＶ防止リーフレットを作成し，公共施設に設置するとともに，新
たに医療機関などと連携し，待合室などに配布・設置するなど，
啓発機会の拡充を図る。

男女共同
ＤＶ防止リーフレットを配布
（２，０００枚）

③広報紙や市ホームページ
等による啓発

・広報紙や男女共同参画啓発誌，市ホームページ，ラジオ，ケー
ブルテレビなどにより，ＤＶ防止に向けた啓発を行う。

男女共同 広報紙等による広報（５回）

④民生委員・児童委員等へ
の説明会の実施

・地域で活動している民生委員・児童委員等が集まる会場に出向
き，ＤＶ防止や被害者が置かれている立場などについての説明を
行うとともに，被害者の発見・通報や相談窓口の案内などの協
力・連携を図る。

男女共同
民生委員・児童委員への説明会
（２回，参加者６７１人）

①デートＤＶ防止出前講座
の実施

・高校生や大学生及び教職員を対象に，デートＤＶについての出
前講座を実施し，若者のデートＤＶ防止に向けた啓発を行う。

男女共同
デートDV防止出前講座を実施
（１回，１１８名）

②成人式等でのデートＤＶ
防止の啓発

・成人式の全会場において新成人を対象に，デートＤＶ防止リーフ
レットを配布し，啓発する。また，大学等にリーフレットの設置を行
い，若者のデートＤＶ防止に向けた啓発を行う。

男女共同
市内全成人式会場においてＤＶ防
止リーフレットを配布(４，６００部)

①「うつのみやＤＶ根絶強化
月間」における集中的な啓
発の実施

・市ＤＶ根絶強化月間である１１月に，街頭キャンペーンによる啓
発パンフレットの配布や，市庁舎や男女共同参画推進センターな
どでのパネル展示を行う。また，新たに講演会などを開催し，啓
発の充実を図る。

男女共同
「うつのみやDV根絶強化月間」に
おける啓発事業を実施（７回）

②被害者支援ボランティア
等との連携による啓発

・市ＤＶ根絶強化月間において，被害者支援ボランティア等の民
間団体との連携により，街頭キャンペーンでの啓発物品の配布
やパネル展示などの啓発事業を行う。

男女共同
被害者支援ボランティアと連携し
た啓発事業等を実施（０回）

―

【課題】
　・DV未然防止のため，DVについての理解促進

【今後の対応】
　・DV根絶強化月間における集中的・重点的に啓発事業を
展開

【課題】
・DV未然防止に向けたデートDV防止啓発事業の充実
【今後の対応】
・若年層へのデートDV防止啓発出前講座の実施や啓発パ
ンフレットの配布など，デートDV防止啓発事業を充実

【課題】

・ＤＶ被害者についてより多くの市民に理解してもらえるよう
な啓発事業の実施
・ＤＶ被害者に対する効果的な相談窓口周知
【今後の対応】
・街頭キャンペーンなど，民間団体等と連携しながら，市民
に身近に接する手法を増やし啓発事業を実施

3　ＤＶ根絶強化月
間の実施

１００人
（見込）

３２０人
（累計）

年７事業

「うつのみやDV
根絶強化月間」
における啓発事
業の数

（
1

）
Ｄ
Ｖ
防
止
に
向
け
た
啓
発
の
充
実

年３事業

2　若者へのデー
トＤＶ防止啓発事
業の実施

１，０００人
（５か年）

デートDV防止
出前講座の受
講者の数

年６事業

―
1　ＤＶ防止啓発事
業の実施

―

■平成２２年度　「配偶者からの暴力対策基本計画」の推進に関する実績評価表（活動指標）

具体的な取組

・網掛け　 は，「配偶者からの暴力対策基本計画」の活動指標として定められた取組
・目標値を９割以上達成は◎，７割以上９割未満は○，７割未満は△，未実施は×で表す
　(活動指標によっては，年間の目標値で評価）

事　　業
取り組む
べき施策

主管課事業概要
取組状況
（２２年度）

目標

基本目標Ⅰ　　ＤＶを許さない意識づくり
施策の方向１　ＤＶの未然防止対策を推進する。

￣

○

◎
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●

●
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 課題・今後の対応

4　人権啓発事業
の実施

○人権擁護委員や国・県と
連携した人権啓発の実施

・人権擁護委員と連携し，人権問題に関する相談・啓発に対応す
るとともに，国や県とも連携し，パンフレットや啓発物品の配布，
広報紙などにより，人権啓発を行う。

行政経営 ― ― ― ―

・人権相談を実施
（１２回，毎月１回）
・人権講話を開催
（市内小学校１６校）
・人権の花運動を実施
（市内小学校７校）
・広報紙による啓発
（１２回，毎月１回）

【課題】
・子どもの発達段階に応じた人権意識の更なる醸成
【今後の対応】
・小学生に対する人権講話を効果的に実施するための人権
擁護委員の研修への支援

①男女共同参画推進月間
等における啓発の実施

・１０月を「うつのみや男女共同参画推進月間」とし，「ときめく未
来へ参画会議」の開催，市庁舎や男女共同参画推進センターな
どにおいてパネル展示をするなど，集中的に啓発事業を実施す
る。
　また，年間を通じて，男女共同参画に関する講座・講演会など，
啓発事業を実施する。

男女共同
男女共同参画推進月間における
啓発事業を実施（５回）

②男女共同参画に関する情
報提供

・男女共同参画啓発誌「ぱーとなーしっぷ」，「男女共同参画推進
センターだより」の発行や，広報紙・ホームページ等による情報発
信，情報コーナーの設置などにより，男女共同参画に関する情報
を提供することにより，啓発を行う。

男女共同
広報紙に男女共同参画推進事業
（特集）を掲載（３回）

③ふれあいのある家庭づく
り事業の実施

・「家庭の日」を題材としたイラストや川柳などの作品コンクールを
実施し，入賞作品を作品集や啓発物品に活用するなどして，「ふ
れあいのある家庭づくり事業」を推進する。

子ども未
来課

・啓発イベント（宮っこフェスタ）の
開催（来場者数　２８，０００人）
・作品コンクールの実施
（応募点数８４３件）

【課題】
・「家庭の日」の趣旨の地域や企業への理解促進

【今後の対応】
・広報紙や子育て応援なび等を活用した広報活動の強化
・地域や学校，企業への啓発を活発に行うため，市青少年
育成市民会議や企業等との連携

①人権・男女平等教育の推
進

・学校教育の場で，各学年において道徳や社会科などの学習を
通じて，人権の尊重や，男女平等の理解及び男女の協力につい
ての教育を実施する。

学校教育
・各学校における人権教育年間指
導計画の作成（作成校数９３校）

【課題】
・実践を踏まえた，毎年度の計画の見直し・改善

【今後の対応】
・人権教育研修会等で計画の見直し・改善の重要性を周知

②男女共同参画教育参考
資料「かがやき」の活用

・全小学５年生と教職員に男女共同参画教育参考資料「かがや
き」を配布し，授業などで活用するほか，ゲーム等を交えながら，
「かがやき」の内容の理解を深める出前講座を実施するなどし
て，小学生の男女共同参画意識の醸成を図る。

男女共同
・男女共同参画教育参考資料「か
がやき」を全小学校５年生に配布
（５，３２８冊）

【課題】
・男女共同参画教育参考資料及び教育出前講座の活用の
促進

【今後の対応】
・活用の手引きや教育出前講座案内での各学校への積極
的な周知・活用促進

③教職員を対象にした人権
教育の研修

・各学校の人権教育主任の教員が，本市や県が開催する人権教
育研修会において，人権尊重や男女平等意識の醸成等について
学ぶことにより，人権教育・男女平等教育の充実を図る。

学校教育
・教職員を対象とした研修会を開
催（２回，１８６人）

【課題】
・研修内容の校内の各教員への周知徹底

【今後の対応】
・校内での研修伝達時間の確保等を推進

①性教育サポート事業の実
施

・中学3年生を対象に，産婦人科医が講話する「性教育サポート
事業」を全校で実施し，性に関する正しい知識を身につける。

学校健康
学校における性教育サポート事業の
実施（２５校中２５回）

【課題】
・より今日的な課題をテーマとした講話等の実施
【今後の対応】
・市医師会との事前打合せの充実による講話内容等の充実

②性と健康に関する健康教
育の実施

・市職員が中学校・高校等に出向き，「性といのちに関する健康
教育出前講座・エイズ予防出前講座」を実施し，性に関する正し
い知識の教育と，エイズを含む性感染症の予防教育を行う。

子ども家
庭，保健
予防

①性といのちの健康教育出前講
座の開催（参加者３，５５５人）

②エイズ予防教育出前講座を実
施
（中学校８校，受講者１，５３０人）

【課題】
①学校や，教育委員会，関係課との連携強化
①望まない妊娠を避けるためにも系統立てた教育が重要
②幼児期から青年期までの発達段階に応じたエイズ及び
性感染症の予防に関する正しい知識の普及啓発，出前講
座の充実に向けて，学校や庁内関係各課と連携
【今後の対応】
①学校等と連携を図り，より効果的な手法・内容を検討しな
がら事業を展開
②エイズや性感染症の蔓延防止に向けた普及啓発活動の
充実

取組状況
（２２年度）

【課題】
　DVの根底にある，男女差別や人権侵害，性別役割分担
意識の解消につながる効果的な啓発事業の実施

【今後の対応】
　様々な機会や媒体を活用しながら周知啓発を充実

―

―

―

―

6　学校における
人権教育・男女平
等教育の実施

7　学校における
性と健康に関する
教育の実施

5　男女共同参画
啓発事業の実施

目標

１,０８０人
（見込）

男女共同参画
推進センター主
催講座の受講
者数

２，１７５人年１,７００人

（
2

）
人
権
教
育
や
男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
の
充
実

◎

―

―

事業概要

―

―

取り組む
べき施策

事　　業 具体的な取組
重
点

●

主管課
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 現状・課題・今後の対応

①広報紙・リーフレット等に
よる相談窓口の周知

・市民を対象に，広報紙・リーフレット・ホームページ等を使って，
相談窓口を広く周知する。

男女共同
広報紙による相談窓口の周知
（年１３回）

②医療機関への啓発・相談
先リーフレット配布及び連携

・市内医療機関に啓発・相談先リーフレットを新たに配布するとと
もに，医療機関と連携し，被害者の通報，相談窓口の紹介等の協
力を依頼する。

男女共同
医療機関の会報に相談窓口を周
知

③公共施設等へのＤＶ防止
ステッカー貼付

・公共施設の女性トイレ等にＤＶ防止ステッカーを貼り付け，相談
窓口を周知する。また，関係機関や医療機関等との連携を図りな
がら，ＤＶ防止ステッカーの貼付施設数を増やす。

男女共同
本市施設へのDV防止ステッカー
の貼付済（延１，００１枚）※２１年
度

④（再掲）民生委員・児童委
員等への説明会の実施

9　外国人に対す
る相談窓口の周
知

○外国人向けの多言語リー
フレットの作成と周知

・国際交流プラザと連携し，外国人向けの多言語リーフレットを新
たに作成し，外国人への相談窓口の周知を図る。

男女共同
国際交流
プラザ

― ― ― ―
外国人向け多言語リーフレットを
作成，配布（４カ国語，１，５４１枚）

【課題】
・外国人に対するDV相談窓口の的確な周知
【今後の対応】
・引き続き，国際交流プラザと連携しながら，定期的に相談
窓口を周知

①防犯カメラ・防犯ベルの設
置

・相談者の安全に配慮するため，相談窓口に防犯カメラ・防犯ベ
ルを設置する。

男女共同 設置済（２０年３月）

②無料法律相談の実施
・配偶者との離婚や調停など，法的な支援が必要な被害者を対
象に，女性弁護士が無料法律相談を実施する。

男女共同 法律相談の実施（年４３回）

③無料カウンセリングの実
施

・相談時における心のケアが必要な被害者を対象に，女性カウン
セラーによる無料カウンセリングを実施する。

男女共同 カウンセリングの実施（２６人）

④相談員の質の向上

・相談員がより適切な相談を行うとともに，困難を抱えた事例にも
対応できるよう，相談員の専門研修会への派遣や，スーパーバイ
ザーによる研修を実施する。また，臨床心理士等の資格を持つ
相談員の配置を検討する。

男女共同
スーパーバイザーによる研修の実
施（１回)

①外国人に配慮した相談の
実施

・国際交流プラザと連携し，通訳者を介した相談体制を整えること
で，言葉の壁を持つ外国人に配慮した相談を実施する。

男女共
同，国際
交流プラ
ザ

国際交流プラザと連携して対応
（連携して対応した外国人のDV相
談６件）

②高齢者に配慮した相談の
実施

・高齢者に配慮した相談を行うとともに，高齢者の相談窓口と連
携し，迅速な対応を図る。

男女共
同，高齢
福祉

高齢福祉課と連携して対応
（連携して対応したDV相談３件）

③障がい者に配慮した相談
の実施

・身体・知的・精神などの障がいのある被害者に配慮した相談を
行うとともに，障がい者の相談窓口と連携し，迅速な対応を図る。

男女共
同，障が
い福祉，
保健予防

・障がい福祉課と連携しての対応
（連携して対応したDV相談件数０件）
・保健予防課と連携しての対応
（連携して対応したDV相談件数０件）

①保護命令申立てに関する
助言・支援

・裁判所に保護命令を申し立てるにあたり，申立方法や記載方法
について助言や支援を行う。

男女共同 保護命令書面回答（６件）

②法的手続きに必要な「来
所相談証明書」の発行

・法的手段等，必要に応じて，被害者からの相談を受けたことを
証明する「来所相談証明書」を配偶者暴力相談支援センターが発
行する。

男女共同 来所相談証明書交付（８件）

③（再掲）無料法律相談の
実施

取組状況
（２２年度）

◎

【課題】
・加害者に知られないように配慮しながら相談窓口を周知

【今後の対応】
・相談窓口を周知するため，大規模商業施設の女性トイレ
にDV防止ステッカー貼付等により周知
・DV根絶強化月間における街頭キャンペーン等において，
啓発物品を配布・周知

【課題】
・複雑化するＤＶ相談への迅速かつ的確な対応

【今後の対応】
・スーパーバイザー研修等による相談員のスキルアップ
・ＤＶ被害者に特化した無料法律相談の実施

【課題】
・様々な困難を抱えたＤＶ被害者に対する適切な対応

【今後の対応】
・外国人相談窓口（多文化共生ｿｰｼｬﾙｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）等の関
係機関・関係部署と連携しながら，的確に対応

【課題】
・ＤＶ被害者支援に係る法的手続き等の適切な助言・指導

【今後の対応】
・関係機関との連携による，保護命令の迅速な回答や証明
書の発行

１,０００枚
（５か年）

―

主管課事　　業 具体的な取組 事業概要

―
（H２３年度の
市民意識調
査で把握）

11　外国人等への
相談の配慮

12　法的手続等に
おける助言・支援

―

―

―

―

―

相談機関等に
相談した女性被
害者の割合

―

取り組む
べき施策

8　相談窓口の広
報活動の充実

10　相談体制の充
実

●

（
3

）
相
談
窓
口
の
周
知
の
強
化

重
点

目標

３７０枚
（見込）

　１,００１枚
（累計）

●

基本目標Ⅱ　安心して相談できる体制づくり
施策の方向２　相談体制の充実を図る。

DV防止ステッ
カーの貼付枚
数

（
4

）
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
相
談
機
能
の
充
実

６０％

――

３５．８％
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 （現状・課題・今後の対応）

（5）緊急時
における被
害者の安全
確保

13　警察との連携
強化

○警察との連携による安全
確保

・市配偶者暴力相談支援センターにおいて，警察と連携しなが
ら，加害者から追跡される危険のある被害者とその子どもの緊急
時の安全を確保する。

男女共同 ― ― ― ―

一時保護や自立支援事業の実施
における情報共有・連携
（自立支援事業にあたっての事前
協力依頼　１２回）

【課題】
・緊急時対応のための情報共有・連携強化
【今後の対応】
・引き続き警察署と連携を図りながら，一時保護や自立支
援事業等における被害者及び同伴家族の安全を確保

14　県婦人相談所
との情報共有・連
携強化

○県婦人相談所と連携した
被害者の円滑な一時保護

・県婦人相談所と連携し，被害者の状況に関する情報共有を図
り，被害者とその子どもの円滑な一時保護につなげる。

男女共同 ― ― ― ―

・一時保護における情報共有・連
携
・一時保護（５２世帯，当事者５２
人，同伴者３５人）

【課題】
・速やかな一時保護に向けた情報共有・連携強化
【今後の対応】
・引き続き県との連携を図りながら,被害者及び同伴家族の
円滑な一時保護を実施

15　一時保護者へ
の支援

○市相談員による一時保護
施設への同行・助言

・一時保護施設である県婦人相談所まで，市配偶者暴力相談支
援センターの相談員が一時保護者（被害者とその子ども）に同
行，助言を行い，速やかな一時保護につなげる。

男女共同 ― ― ― ― 一時保護施設への同行（１３件）

【課題】
・一時保護者への状況に応じた的確な支援
【今後の対応】
・県と連携を図りながら，一時保護者の状況に応じた的確な
助言や情報提供を行う。

特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 現状・課題・今後の対応

16　就労・日常生
活・各種手続等の
情報提供

○市相談員による情報提供
・母子家庭等就業・自立支援センター等の関係機関等と連携し，
就職情報，日常生活や子育等の情報について，市配偶者暴力相
談支援センターの相談員が情報を提供する。

男女共同 ― ― ― ― 必要に応じて随時情報提供

【課題】
・被害者の状況やニーズに応じた適切な情報提供

【今後の対応】
・関係機関と連携しながら最新の就労情報や被害者に役立
つ行政サービス等の情報提供実施

①情報コーナーの設置によ
る情報提供

・被害者の居場所に情報コーナーを設置し，司法手続き，行政情
報（市営住宅，児童扶養手当）等の各種情報の提供を更に充実
する。

男女共同 ― ― ― ―
情報コーナーの設置による情報提
供（通年）

②行政手続等に関する相談
会の実施

・被害者の自立支援事業の開催等にあわせ，市配偶者暴力相談
支援センター相談員等が，行政手続等に関する相談会を実施す
ることで，情報提供機会の充実を図る。

男女共同 ― ― ― ―
行政手続等に関する相談会の実
施（　０回）

●
18　被害者の居場
所の整備

○被害者の居場所の整備
・男女共同参画推進センターに，地域で暮らす他の被害者との出
会いや，様々な情報交換や，自分の持つ力・可能性を再確認でき
るような「居場所」を整備する。

男女共同
居場所利用者
の人数

年５００人
（延）

― 延３１５人 △
・「居場所」を整備済
・「居場所」における自立支援事業
の実施（３４回，延３１５人）

【課題】
・被害者の安全に配慮しながら居場所の更なる利用促進
【今後の対応】
・IT講習用パソコンの備品を整備，就労支援内容の充実
・子どもの支援プログラム内容（親子ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ等）を充実

①市営住宅優先入居にお
ける配慮

・市営住宅の申込時において，優先入居に配慮する。 住宅

・市営住宅入居においてDV被害
者は連帯保証人を不要
・DV被害者の市営住宅の入居
（０件）

【課題】
・特になし
【今後の対応】
・引き続き，DV被害者の市営住宅への申込や優先入居に
取り組む。

②母子生活支援施設入所
における配慮

・相談時における母子の生活状況を踏まえ，関係機関と連携しな
がら，必要に応じ，母子生活支援施設への入所に配慮する。

子ども家
庭

母子生活支援施設への入所
（4件）

【課題】
・各家庭により状況が異なるため，個々の状況に応じた幅
広い支援が必要
【今後の対応】
・引き続き関係機関と連携し，相談や情報提供など支援を
充実

③ステップハウス事業の支
援

・民間団体が行っている被害者の自立のためのステップハウス事
業の支援を検討する。

男女共同
民間団体のステップハウス事業に
対する財政的支援を実施済

【課題】
・DV被害者の住宅確保に向けた効果的な支援
【今後の対応】
・ステップハウスの利用状況を見ながら財政的支援を実施

取組状況
（２２年度）

取組状況
（２２年度）

（課題）
・被害者の状況やニーズに応じた適切な情報提供
（今後の対応）
・関係機関と連携しながら最新の就労情報や被害者に役立
つ行政手続き等の情報提供実施

――

目標

目標

（
6

）
一
時
保
護
に
お
け
る
関

係
機
関
と
の
連
携

事　　業 事業概要

―

事　　業 具体的な取組 主管課

17　行政情報等の
提供の充実

19　住宅確保に向
けた支援

―

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援体制づくり
施策の方向４　被害者の自立支援の体制をつくる。

（
7

）
被
害
者
の
自
立
に
向
け
た
各
種

情
報
の
提
供

取り組む
べき施策

事業概要

主管課
取り組む
べき施策

具体的な取組

（
8

）
被
害
者
の
自
立
に
向
け
た
各
種
生
活
支
援

重
点

重
点

基本目標Ⅱ　安心して相談できる体制づくり
施策の方向３　被害者の安全を確保する。
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 現状・課題・今後の対応

①被害者のためのＩＴ講座の
開催

・就労に結びつきやすいパソコンの基本的な知識・操作方法を習
得するためのＩＴ講座を実施し，その開催回数を拡充する。

男女共同 ＩＴ講座の実施（２２回，６３人）

②女性のための再就職準
備セミナーの実施

・再就職に必要なスキルや情報を習得するセミナーを男女共同参
画推進センターで開催する。

男女共同
女性のための再就職準備セミナー
の実施（ ４ 回，６９人）

③再チャレンジ相談の実施
・再就職などの相談にキャリアカウンセラーが応じる「再チャレン
ジ相談」を男女共同参画推進センターで定期的に開催し，個々の
状況に応じた適切な助言・指導を行う。

男女共同
再チャレンジ相談会の実施
（０回）

①自立に向けたカウンセリ
ングの実施

・被害者の自立支援事業として，心のケアが必要な被害者を対象
に，カウンセラーによる自立に向けたカウンセリングを新たに実施
する。

男女共同
自立支援事業における心のケア
講座・相談会の実施（４回，大人３
４人，子ども１３人）

【課題】
・より効果的なカウンセリングの実施
【今後の対応】
・臨床心理士に限らず，被害者の状況や相談事案に応じ
て，保健師等が適宜相談に対応

②地域保健活動における母
子健康支援

・地域保健活動において，子どもの発達や予防接種等の相談を
はじめ，母子への健康支援を実施する。

子ども家
庭，保健
福祉総
務，保健
予防

・地域保健活動におけるDV相談
の実施（９件)
・住民票の異動手続きができない
ＤＶ被害者の子どもに乳幼児健診
を実施（４件）

【課題】
・他市町村から本市に避難しているDV被害者に対して，本
市からの予防接種の費用負担措置無し。
・ＤＶ被害者の相談内容に応じた関係各課・関係機関等と
の連携
【今後の対応】
・予防接種については，本市独自の救済措置を検討してい
くことも必要

①生活保護制度による支援
・被害者の生活実態を把握したうえで，必要に応じて，生活保護
制度の対応に配慮する。

生活福祉
・ＤＶ被害者で生活保護を適用し
た件数１４件

【課題】
・婦人相談所への入所が困難な事例が多々あり，受入施設
が見つからず，当課で病院や介護入所施設と交渉する場
合がある際の対応

【今後の対応】
・関係機関との連携強化

②各種手当等による支援
・各種手当等（児童扶養手当，ひとり親家庭医療費助成制度，母
子家庭自立支援給付金，貸付金等）に配慮する。

子ども家
庭

各種手当等を給付
＜参考＞
・児童扶養手当受給者数４，１５６
人(H２３.３末)
・ひとり親家庭医療費助成３８，８０
９件

【課題】
・母子家庭では，子育ての心理的・経済的負担が大きいこ
とから，手当の支給に加え，就業支援や相談機能を強化が
必要

【今後の対応】
・関係機関と連携を図りながら，母子家庭を総合的に支援

③母子家庭等日常生活支
援事業の実施

・市母子寡婦福祉連合会と連携し，再就職時における子どもの一
時預かりなど，母子家庭等日常生活支援事業を実施する。

子ども家
庭

母子家庭等日常生活支援事業の
実施
＜参考＞
・母子家庭等日常生活支援事業
派遣日数（３３日）

【課題】
・ひとり親家庭の増加や経済状況の悪化などにより，ニー
ズが多様化しており，支援の充実が必要

【今後の対応】
・家庭生活支援員の増員など利便性向上に努め，事業を継
続

④住民基本台帳事務にお
ける支援措置

・住民基本台帳事務における支援措置の申出により，住民票の
交付制限などに配慮する。

市民課

・ＤＶ被害等を理由として，住民基
本台帳事務における支援措置を
適用（９１件）
《２２年度中に，支援措置を申請し
た件数。ストーカー，その他も含
む》

【課題】
・特になし

【今後の対応】
・事務取扱要領にもとづき適正に運用

⑤国民健康保険加入手続
きの支援措置

・やむを得ない事情により，住民票をうつすことができない被害者
に対しても，必要に応じて，国民健康保険加入手続きに配慮す
る。

保険年金
・ＤＶ被害を理由として，国民健康
保険加入手続きの支援措置を適
用（８件）

【課題】
・加入手続きの支援措置の周知徹底
【今後の対応】
・ＤＶ被害者が安心できる生活できる生活を確保するため，
女性相談所等との連携を図りながら支援措置について周知

●
23　共通相談シー
トを活用した同行
支援

○共通相談シートの作成と
シートを活用した同行支援

・被害者の状況や必要に応じて，相談員が庁内手続における同
行支援を行う。その際，共通相談シートを新たに作成し，行政手
続を円滑に行うとともに，関係部署との情報の共有・連携と被害
者の二次被害防止を図る。

男女共同

共通相談シート
により同行支援
した被害者の人
数

年４８人 ― ― ×
必要に応じて，関係機関等への同
行支援を実施

【課題】
・効果的な共通シートの作成及び同行支援を行う相談員の
確保
【今後の対応】
・ＤＶ防止庁内連絡調整会議において関係各課と調整を図
りながら共通相談シートについて検討

―

【課題】
・被害者の早期自立に向けた，効率的・効果的な就労支援
【今後の対応】
・被害者のニーズが高い，IT講座や面接指導等の就労支援
講座の充実
・マザーズサロン等と連携しながら，再チャレンジ相談会を
開催

取組状況
（２２年度）

22　福祉施策等を
活用した支援

主管課具体的な取組 事業概要

―

― ―

目標

―

― ――

―― ― ―

（
8

）
被
害
者
の
自
立
に
向
け
た
各
種
生
活
支
援

取り組む
べき施策

事　　業

21　心と体の健康
回復に向けた支
援

重
点

20　就労準備に向
けた支援
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 現状・課題・今後の対応

●
24　子どもの心の
回復に向けた交
流事業の実施

○保育士・支援者等との交
流事業の実施

・被害者の子どもが，様々な遊びなどを通して，保育士・支援者等
の大人や被害者の子ども同士と交流することで，安心できる大人
や友人の存在を確認し，心の回復につなげる。

男女共同

保育士・支援者
等との交流事業
に参加した被害
者の子どもの数

年１２０人
（延）

―
年４８人

（延）
△

「居場所」における子どもの心の回
復に向けた交流事業の実施
（子ども４８人）

【課題】
・子どもの心をケアするためのより効果的なプログラムの実
施

【今後の対応】
・民間支援団体と連携しながら，子どもの支援プログラム内
容（親子コミュニケーション等）の充実

①関係機関との連携による
子どもの心のケア・発達支
援

・子どもの心のケアや発達支援に関する相談に対応するととも
に，必要に応じて児童相談所などの関係機関等を案内する。

男女共
同，子ど
も家庭，
子ども発
達セン
ター

・ＤＶ相談時に児童相談所等を案
内（随時）
・ＤＶ対策関係機関ネットワーク会
議の開催
・児童虐待防止等ネットワーク会
議の開催（２回），児童虐待ケース
進行管理会議の開催（４回）

【課題】
・多様化・複雑化する相談事例への適切な対応

【今後の対応】
・各ネットワーク会議やケース検討会議を適宜開催するな
ど今後とも関係機関相互の連携を強化

②教育センターによる子ど
もの心のケアと発達支援

・教育センターにおいて，子どもの心のケアと発達に関する悩み
に対応する。

教育セン
ター

ＤＶ被害者の子どもの心のケアや
発達支援の実施

【課題】
・特になし

【今後の対応】
・引き続き，関係機関と連携を図りながら，子どもの心のケ
アや発達支援を実施

①学校諸経費の一部援助
・所得状況等を踏まえ，学用品，給食，校外活動の諸経費の一部
を援助する。

学校管理
・ＤＶ被害者への就学援助の実施
（１０件）

【課題】
・個人情報の適切な管理
【今後の対応】
・引き続き，個人情報を適切に管理しながら，ＤＶ被害者へ
の就学援助を実施

②転入学手続における配慮
・被害者の子どもの転入・転校における各種手続や個人情報の
取り扱いに配慮する。

学校管理
・ＤＶ被害を理由として，転入学手
続を配慮（１０件）

【課題】
・相談ケースの多様化
【今後の対応】
・引き続きケースに応じた支援を実施

③学校における被害者の子
どもへの配慮

・個人情報の取り扱いや被害者の子どもの心のケアの重要性に
ついて，パンフレットの配布や通知により，学校に周知する。ま
た，新たに，養護教諭等を対象に，DVに関する啓発研修の実施
を検討する。

男女共
同，学校
健康

・教職員等を対象にしたDVに関す
る啓発研修の実施（３回）

【課題】
・学校現場におけるDVについての理解促進

【今後の対応】
・研修や説明会において，学校現場で実際に対応した具体
的な事案を取り上げながら説明

27　保育所入所に
おける配慮

○市内保育所入所における
配慮

・被害者が安心して就労できるよう，市内保育所の入所に配慮す
る。

保育 ― ― ― ―
保育所入所における配慮（適宜実
施）

【課題】
・特になし
【今後の対応】
・市内居住の事実確認により，住民票がなくても市民として
扱い，保育に欠ける状況，公的機関の証明書等を確認のう
え，入所申請の受け付けを実施
・入所選考にあたっては，ひとり親家庭とみなし，福祉的な
配慮を行う

28　保育士対象の
DVに関する研修
の実施

○市保育士を対象としたDV
被害者の子どもの心のケア
に関する研修の実施

・市保育士を対象に，男女共同参画意識を高める研修とともに，
新たに，子どもの心のケアの重要性についても研修を実施する。

男女共同 ― ― ― ―
保育士対象のDVに関する研修の
実施（１回，１３名）

【課題】
　より多くの保育関係者への理解促進
【今後の対応】
　公立保育園に限らず，民間保育園も含め積極的に研修会
参加を呼びかけ

25　子どもの心の
ケア・発達支援の
ための関係部署・
関係機関との連
携

事　　業 具体的な取組 事業概要 主管課
目標

―

（
9

）
被
害
者
の
子
ど
も
の
心
の
ケ
ア
や
発
育
・
就
学
等
に
関
す
る
支
援

26　就学における
支援と配慮

取組状況
（２２年度）

―

― ――

―

―

―

重
点

取り組む
べき施策
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特記事項

活動指標
目標値

（２５年度）
計画策定時
(２０年度)

２２年度 評価 現状・課題・今後の対応

①関係職員に対する２次被
害防止研修の実施

・被害者が行政窓口で手続等を行う際，関係職員から心ない言葉
をかけられるなど，2次被害を受けることを防止するための研修
を，関係職員を対象に新たに実施する。

男女共同

・２次被害防止研修の開催
（０回）

・庁内ラン・被害者対応マニュアル
を活用したDVの周知（２回）

②被害者対応マニュアルの
作成

・関係職員が適切な対応ができるよう，相談時の対応や関係機関
との連携・流れを新たに明記し，既存のマニュアルの内容を充実
する。

男女共同
関係各課の支援情報を明記した
被害者対応マニュアルへ改訂し，
配布済

30　関係部署との
情報共有・連携強
化

○「ＤＶ防止庁内連絡調整
会議」を通した事例検討・取
組課題の解決，連携強化

･庁内の関係部署から成る「ＤＶ防止庁内連絡調整会議」を開催
し，事例の検討や取組課題の解決を図るとともに，更なる連携を
強化する。

男女共同 ― ― ― ―
ＤＶ防止庁内連絡調整会議の開
催（２回）

【課題】
・関係各課との連携によるＤＶ相談や被害者支援

【今後の対応】
・引き続き,ＤＶ防止庁内連絡会議やケース会議等を通じて,
関係各課と連携強化を図りながら，相談や支援に取り組む

●
31　関係機関等と
の情報共有・連携
強化

○「ＤＶ対策関係機関ネット
ワーク会議」を通した事例検
討・ 取組課題の解決，連携
強化

・警察，婦人相談所，民間シェルターなどの関係機関から成る「Ｄ
Ｖ対策関係機関ネットワーク会議」を開催し，事例検討や取組課
題の解決を図るとともに，更なる連携を強化する。また，地域で活
動する民生委員・児童委員，医療機関との連携強化を図り，被害
者の発見・通報，相談窓口の紹介等の協力を呼びかける。

男女共同

「ＤＶ対策関係機
関ネットワーク会
議」の構成団体と
連携して対応した
相談事案の件数

年３８０件
年２４０件
（見込）

年３１６件 ○
ＤＶ対策関係機関ネットワーク会
議の開催（２回）

【課題】
・関係機関等と一層の情報共有・連携によるＤＶ対策の実
施

【今後の対応】
･引き続きネットワーク会議開催に加え,個別の相談事案等
の対応において関係機関・民間団体と連携を図りながら対
策に取り組む

①民間シェルターの運営費
助成

・民間シェルターの運営費の支援を通して，被害者の保護を行
う。

男女共同 民間シェルター運営費への助成済

②被害者の自助グループ活
動費の助成

・民間シェルターが実施する自助グループ活動費の支援を通し
て，被害者の自立支援を行う。

男女共同
民間団体の自助グループ活動事
業への助成済

③自立支援事業等における
連携

・被害者の自立に向けたカウンセリングの実施，就労支援のため
のＩＴ講座の開催など，民間シェルターと連携し，自立支援事業に
取り組む。また民間シェルターと連携し，DV根絶強化月間におけ
るパネル展示などの啓発事業を行う。

男女共同
民間シェルターとの連携による被
害者の自立支援事業を実施

①被害者支援ボランティア
の育成

・DV被害者支援ボランティア養成講座などを通じて，参加者が支
援者としてできることは何かについて働きかけ，被害者支援ボラ
ンティアの育成に努める。

男女共同
被害者支援ボランティア養成講座
の実施（０回）

②（再掲）被害者支援ボラン
ティア等との連携による啓
発

【課題】
・ＤＶ被害者ボランティアの養成と連携手法

【今後の対応】
・ＤＶ被害者支援ボランティアとの連携による啓発事業等の
検討

基本目標Ⅳ　ＤＶ対策の推進体制づくり
施策の方向５　関係機関等と連携・協働により，ＤＶ対策を推進する。

主管課

―

取組状況
（２２年度）

　　　　２回

具体的な取組 事業概要

【課題】
・官民がより一層連携し，互いの特性を活かしながら，DV対
策に取り組む

【今後の対応】
・若年層向けのデートDV防止出前講座やDV被害者のため
の自立支援事業の実施

△

目標

年３回

2次被害防止に
向けた市職員
への研修や啓
発の実施回数

―

年４事業

【課題】
・市職員へのＤＶについての理解促進により，窓口における
一層の適切な対応

【今後の対応】
・対応マニュアルの周知や研修等により関係職員の対応向
上を図る

（
1
0

）
関
係
部
署
・
関
係
機
関
等
と
の
連
携
強
化

取り組む
べき施策

事　　業

33　被害者支援ボ
ランティア等との
連携

32　民間シェル
ターとの連携

●
29　関係職員の窓
口対応の向上

重
点

（
1
1

）
民
間
団
体
等
と
の
連
携
と
協
働

― ―

○年６事業
民間団体と協働
で実施した事業
数

年８事業●

―
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